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は じ め に
日本の情報公開制度は，国レベルでは行政機関情報公開法が 1999 年に制定さ






。2009 年 8 月 30 日の
第 45 回衆議院議員総選挙の結果，民主党を中心とした政権が誕生し，2010 年 4


























新としての情報公開法改正〈特集〉」自由と正義 Vol. 61 No. 9 (2010. 9) 44-71頁，「情
報公開法の改正を巡って (上) ――第 11 回行政法研究フォーラム〈特別企画〉」法時
84 巻 1 (2012. 1) 59-81 頁，「『情報公開法の改正を巡って』討議のまとめ (特別企画
情報公開法の改正を巡って (下) ――第 11 回行政法研究フォーラム」法時 84巻 2号
(2012. 2) 49-57 頁，宇賀克也「情報公開法改正の動向と課題」季報情報公開・個人情
報保護 Vol. 40 (2011. 3) 73-86頁，松村雅生「情報公開法改正の動きと諸論点――行
政透明化検討チームとりまとめを踏まえて」警察政策 13巻 (2011. 3) 59-87 頁，藤原
靜雄「情報公開法改正案の概要」季報情報公開・個人情報保護 Vol. 41 (2011. 6) 2-7 頁
がある。
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5 ) 最判平成 14 年 2 月 28 日 (民集 56・2・467，判タ 1088・116)。






































8 ) たとえば平岡久判例評論 573・25 (判時 1831・187)。

































10) ｢使用済核燃料輸送情報開示請求訴訟」仙台地判平 9・2・27 (判タ 961・131)，「土地
区画整理事業関連文書開示請求訴訟」横浜地判平 10・12・25 (判例自治 198・10)，「公
共用代替地等取得価格非公開決定取消訴訟」横浜地判平 11・1・25 (判例自治 189・93)，
同東京高判平 11・9・13 (判例自治 201・77) など。
11) ｢予定価格調書非開示処分取消訴訟」和歌山地判平 12・3・31 (判例自治 216・13)，
同大阪高判平 12・12・26 (判例自治 216・8) など。
12) 北村和夫「非公開決定取消訴訟における訴えの利益の消滅」(民商 (2004) 129・
4-5・216) 224-5頁。
13) 福井章代最高裁判所判例解説 56・4・1045 (221)。

































































































する見解 (芝池・前掲 167 頁) および，法治国家原理の要請するところとする見解 (塩
























































































































文書公開条例：昭和 63 年大阪市条例第 11号) 6 条 2号に定める「個人に関する情報」
に，公務員の職務遂行に関する情報をも含めるか否かが争われた。
31) 最判平成 15 年 11 月 11 日 (民集 57・10・1387，判時 1842・31，判タ 1140・94)。
32) 最判平成 16 年 3 月 2 日 (判例自治 254・13)。


































































る可能性がある，とのコメントがある (解説 判タ 724・139-40)。























































37) 前掲 19)・139頁の解説。同解説では，【事例 3】の「訴えの利益」について，減額再













正処分を争う利益はなくなるとする (宇賀克也『行政法解説Ⅱ 第 5 版』(有斐閣，
2015) 215頁)。ところで同最高裁判決については，減額再更正処分は，当初更正処分
の変更 (一部取消) にすぎず，それ自体別個独立の課税処分ではないとし，増額再更正

































































































































39) 最決平 21 年 1 月 15 日 (民集 63・1・46)。
40) 松井茂記『情報公開法 第 2版』(有斐閣，2003)・43頁。












































































姫路法学 (第 58 号) ―― 51
長い引用となるが，以下の通りである。
職権取消の場合，それが実体的に違法であるのは，
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年の開示請求は 48,636件 (本省庁 16,811件，その他 31,825件) となり，10 年後の
2011 年の開示請求は 86,034件 (本省庁受 16,411件，その他 69,623件)，2013 年の開
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ると，施行年は 14件，そのうち 3件の判決が下され，2015 年において前年の継








「『情報公開制度の改正の方向性』に関する意見募集 (H22. 4. 21〜5. 14) 結果概要
1」によると，意見募集の結果，「国民の声」147名 (うち男性 83%，女性 17%) お
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